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固定資産 Ａ 固定負債 Ｃ

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

インフラ資産 退職手当引当金

物品 損失補償等引当金

無形固定資産 その他

ソフトウェア 流動負債 Ｄ

その他 1年内償還予定地方債

投資その他の資産 未払金

投資及び出資金 賞与等引当金

長期延滞債権 預り金

長期貸付金 その他

基金 負債合計

その他

徴収不能引当金 固定資産等形成分

流動資産 Ｂ 余剰分（不足分）

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

徴収不能引当金 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

■貸借対照表の概要
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資産 負債

純資産

行政サービスを提供す

るための公共施設等の

固定資産や将来、行

政サービスに使用する

現金等の資産

過去又は現世代の負担

・固定資産形成分

…資産形成のために

充当した資源の蓄積

・余剰分（不足分）

…消費可能な資源の

蓄積（例：現金預金）

地方債など、将来世

代の負担

市税等の収入未済額の

うち回収不能見込額

市税等の収入未済額の

うち１年以内に発生した

もの

現金及び１年以内に換

金

市税等の収入未済額の

うち１年以上経過したも

庁舎、市営住宅、学校、

市民利用施設、土地な

道路、橋りょう、河川、公

園など

公営企業・関連団体へ

の

返済期日が１年を超え

る債務など

契約などにより後年度の

支払いが確定している、

翌々年度以降の支払額

など

将来発生する退職手当

見込額

財務書類作成上の第三

セクター等に対する損失
補償等の負担見込額

（減価償却累計額の控

除後の）固定資産等の

残高

流動資産（短期貸付金

と基金は除く）から負債

を控除したもの

所得税、社会保険料な

ど

翌年度に支払うことが予

定されている賞与のうち

当該年度負担額

契約などにより後年度の

支払いが確定している

翌年度の支払額など





■行政コスト計算書の概要

経常費用 Ａ

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益 Ｂ

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失（C）

臨時利益（D）

資産売却益

その他

純行政コスト A-B+C-D

翌年度６月に支給する賞与のうち、当該年度分（１２月

から翌年３月までの４ヶ月分）を計上

当該年度に繰り入れた退職手当引当金見込額

消耗品費、光熱水費、印刷製本費、業務委託費、使

用料及び賃借料、備品購入などの経費

資産形成につながらない公共施設等の維持修繕経費

固定資産について、使用期間中、毎年度資産的価値

が減少するとみなし、費用計上するもの

市民や特別会計など他団体・他会計に移転する経費

医療、子育て、障害、生活保護などの扶助費

事業実施に係る補助金、助成金、負担金

資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差

額

災害復旧費、資産除売却損などの臨時に発生した経

費

国保会計繰出金、下水道等事業会計繰出金など

人件費、物件費、移転費用（補助金など）を発

生額で計上

経常的に発生する費用から、使用料及び手数

料といった受益者負担収益を差し引くことで純

経常行政コストを算定

臨時に発生する損失、利益を加味して純行政コ

スト（税を主とする一般財源等で賄うべきコスト）

を算定





■純資産変動計算書の概要

前年度末純資産残高 A

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額 B

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

C

D＝B＋C

A＋D

行政コスト計算書の「純行政コスト」と連動

市税、地方交付税、地方譲与税・交付金など

国・府支出金

貸借対照表の「純資産」と連動

無償で譲渡または取得した固定資産価額、

その他年度途中に判明した固定資産価額など

資産除売却損益

純行政コストの金額に対して、税収等及び

国の補助金等受入の金額がどの程度ある

かを見ることにより、受益者負担以外の財

源によりどの程度賄われているかを把握





■資金収支計算書の概要

業務活動収支

業務支出

業務費用支出

移転費用支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

臨時収入

業務活動収支 Ａ

投資活動収支

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支 Ｂ

財務活動収支

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支 Ｃ

本年度資金収支額

前年度末資金残高 Ｅ

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高 Ｇ

本年度末現金預金残高 Ｆ＋Ｇ

Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

Ｆ＝Ｄ＋Ｅ

通常の業務活動に係る収支

人件費、物件費等、市債の支払利息など

事業実施等に係る補助金・助成金・負担金、福祉・医

療・子育て・障害・生活保護などの扶助費、他会計への

繰出金

投資活動収入以外の国・府支出金

公共施設等の整備に係る国・府支出金

貸借対照表の流動資産中「現金預金」と連動

形式収支（歳入決算額－歳出決算額）

市債発行額や元金償還金等に係る資金の収支

建物等の建設や用地取得、その他資産形成につながる

支出、基金への積立て・取崩しなどに伴う資金の収支



































 




